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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　移動体を移動させる流体圧シリンダのピストンに向かって作動流体を媒介して超音波を
送信するとともに前記ピストンからの反射波を受信し、前記超音波を送信した時点から前
記反射波が受信された時点までの経過時間に比例する距離検出値を得るための距離検出手
段と、
　前記ピストンが予め設定された基準位置にあることを検出する基準位置検出手段と、
　前記基準位置検出手段にて前記ピストンが前記基準位置にあることが検出されたときに
前記距離検出手段が検出する前記距離検出値と、該基準位置との対応関係を用いて、前記
距離検出手段が検出する前記距離検出値から前記ピストンの位置に対応する位置検出信号
を生成する位置信号生成手段とを備え、
　前記ピストンに向かって超音波を送信する超音波送信部と前記ピストンからの反射波を
受信する超音波受信部は、前記流体圧シリンダのシリンダボディの長さ方向の一端の内部
に設けられ、
　前記基準位置は、前記流体圧シリンダの長さ方向に移動する前記ピストンの移動範囲内
に複数設定され、前記基準位置検出手段は、各基準位置をそれぞれ区別して検出し、前記
位置信号生成手段は、前記基準位置検出手段にて各基準位置のうちの１つが検出されたと
き前記距離検出手段が検出した前記距離検出信号と、検出された該基準位置との対応関係
を用いて、前記距離検出信号から前記ピストンの位置に対応する前記位置検出信号を生成
する移動体の位置検出装置。
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【請求項２】
　前記超音波送信部と超音波受信部は、前記流体圧シリンダのシリンダボディのボトムブ
ロックに固定されており、該ボトムブロックには、前記作動流体を給排するためのポート
が設けられている請求項１に記載の移動体の位置検出装置。
【請求項３】
　前記流体圧シリンダは、荷役用アタッチメントを前記移動体として備えたフォークリフ
トのリフトシリンダであって、
　前記基準位置は、前記荷役用アタッチメントの全揚高範囲に対応する前記リフトシリン
ダのピストンの移動範囲内に設定されている請求項１又は請求項２に記載の移動体の位置
検出装置。
【請求項４】
　請求項１～請求項３のいずれか一項に記載の移動体の位置検出装置を備えた産業車両。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
　本発明は、移動体の位置検出装置、及び産業車両に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
フォークリフトとして、フォークを予め設定した揚高位置まで自動的に昇降動作させる自
動制御装置を備えたものが提案されている。この種の自動制御装置では、フォークの揚高
位置を連続的に検出する揚高検出センサが必要である。
【０００３】
従来、揚高を連続的に検出可能な揚高検出センサとしては、ワイヤ巻き取り方式のリール
式センサが知られている。リール式センサは、先端がインナマストに接続されたワイヤを
巻き取る回転方向に付勢されたリールの回転変位量を、ポテンショメータ等の回転変位セ
ンサにて検出するものである。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、リール式センサは、構造上ワイヤ等の機能部分が外部に露出する。従って
、荷役作業においてワイヤに障害物が当たったりし易く、ポテンショメータが損傷したり
、ワイヤが切断されるといった可能性があり、信頼性が十分でない。
【０００５】
そこで、このような問題を解消するため、本出願人は、リフトシリンダに内蔵した超音波
センサを用いてリフトシリンダのピストン位置を検出し、検出したピストン位置から揚高
位置を求める揚高検出装置を提案している。つまり、リフトシリンダのシリンダボディの
下端内部に設けた超音波素子から超音波をピストンの端面に向かって送信し、ピストンの
端面で反射した超音波を再び超音波素子で受信する。そして、超音波素子から超音波を送
信した時点から反射波が受信された時点までの経過時間から、ピストンまでの距離、すな
わち、ピストン位置を求める。さらに、求めたピストン位置からフォークの揚高位置を求
める。このような揚高検出装置によれば、リール式センサと違って機能部分が損傷し難く
なり、信頼性が向上する。
【０００６】
ところで、このようにシリンダボディの下端内部に設けた超音波センサからピストンまで
超音波を送信する場合、超音波センサから送信された超音波は、油室内の作動油中を伝播
することになる。ところが、超音波の伝播速度（音速）は、図６に示すように、媒体であ
る作動油の温度によって変化する。その結果、超音波センサに検出されるピストン位置は
、図７に示すように、作動油の温度に応じて変動する。一方、リフトシリンダの作動油の
温度は、周囲の温度や、フォークリフトの使用開始からの荷役作業時間等によって大きく
変化する。
【０００７】
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従って、リフトシリンダのピストン位置を、作動油の温度に基づく検出誤差を殆ど含まず
に検出することができないため、正しい揚高位置を検出することができなかった。また、
正しい揚高位置を検出できないため、検出した揚高位置に基づいて行う制御の精度を向上
させることができなかった。
【０００８】
本発明は、上記問題点を解決するためになされたものであって、その第１の目的は、流体
圧シリンダ内の作動流体の温度に基づく検出誤差をできるだけ含まずに、移動体の位置を
連続的に検出することができる移動体の位置検出装置を提供することにある。
【００１０】
　又、第２の目的は、搭載する流体圧シリンダにて連続的に移動される移動体の位置に基
づいて行う制御の精度を向上することができる産業車両を提供することにある。
【００１１】
【課題を解決するための手段】
　上記第１の目的を達成するため、請求項１に記載の発明は、移動体を移動させる流体圧
シリンダのピストンに向かって作動流体を媒介して超音波を送信するとともに前記ピスト
ンからの反射波を受信し、前記超音波を送信した時点から前記反射波が受信された時点ま
での経過時間に比例する距離検出信号を生成する距離検出手段と、前記ピストンが予め設
定された基準位置にあることを検出する基準位置検出手段と、前記基準位置検出手段にて
前記ピストンが前記基準位置にあることが検出されたとき前記距離検出手段が生成する前
記距離検出信号と、該基準位置に対応する基準量とを用いて、前記ピストンの各位置に対
して前記距離検出手段が生成する前記距離検出信号から前記ピストンの位置に対応する位
置検出信号を生成する位置信号生成手段とを備え、前記ピストンに向かって超音波を送信
する超音波送信部と前記ピストンからの反射波を受信する超音波受信部は、前記流体圧シ
リンダのシリンダボディの長さ方向の一端の内部に設けられ、前記基準位置は、前記流体
圧シリンダの長さ方向に移動する前記ピストンの移動範囲内に複数設定され、前記基準位
置検出手段は、各基準位置をそれぞれ区別して検出し、前記位置信号生成手段は、前記基
準位置検出手段にて各基準位置のうちの１つが検出されたとき前記距離検出手段が検出し
た前記距離検出信号と、検出された該基準位置との対応関係を用いて、前記距離検出信号
から前記ピストンの位置に対応する前記位置検出信号を生成する。
【００１２】
　請求項２に記載の発明は、請求項１に記載の発明において、前記超音波送信部と超音波
受信部は、前記流体圧シリンダのシリンダボディのボトムブロックに固定されており、該
ボトムブロックには、前記作動流体を給排するためのポートが設けられている。
【００１３】
請求項３に記載の発明は、請求項１又は請求項２に記載の発明において、前記流体圧シリ
ンダは、荷役用アタッチメントを前記移動体として備えたフォークリフトのリフトシリン
ダであって、前記基準位置は、前記荷役用アタッチメントの全揚高範囲に対応する前記リ
フトシリンダのピストンの移動範囲内に設定されている。
【００１５】
　第２の目的を達成するため、請求項４に記載の発明は、産業車両は、請求項１～請求項
３のいずれか一項に記載の移動体の位置検出装置を備えている。
　（作用）
　請求項１に記載の発明によれば、ピストンに向かって送信された超音波は、ある温度の
作動流体中を伝播してピストンで反射され、再び受信される。このとき、超音波の送信時
点から受信時点までの経過時間に比例する距離検出値が距離検出手段によって検出される
が、この距離検出値には作動流体の温度に応じた検出誤差が含まれる。一方、基準位置検
出手段によって流体圧シリンダが予め設定された基準位置となったことが検出されたとき
、同基準位置に対して検出される距離検出値と、この基準位置との対応関係は、そのとき
の作動流体の温度が考慮された距離検出値と、その温度が考慮されていない距離検出値と
の対応関係を表わす。そして、基準位置が検出される毎に更新される、基準位置に対応す
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る距離検出と同基準位置との対応関係を用いて、ピストンの各位置に対して検出される距
離検出値から、作動流体の温度が考慮されたピストンの正しい位置に応じた位置検出信号
が位置信号生成手段によって生成される。従って、基準位置が検出される毎に更新される
、基準位置に対応する距離検出値を用いることにより、そのときの作動流体の温度に応じ
て補正された正しい移動体の位置が求められる。
【００１６】
　また、複数設けられた各基準位置のうちのいずれかが検出されると、検出された基準位
置に応じた距離検出値と同基準位置との対応関係を用いて、ピストンの位置に対して検出
される距離検出値から、作動流体の温度に基づく検出誤差が補正された位置検出信号が生
成される。基準位置が複数設定されていることから、流体圧シリンダがピストンの全移動
範囲のうちの限られた範囲で使用される場合であっても、少なくとも１つの基準位置が検
出され易くなり、それだけ検出する位置の精度が向上する。
【００１７】
請求項３に記載の発明によれば、フォークリフトにおいてフォークの揚高位置が、リフト
シリンダ内の作動油の温度に基づく検出誤差が殆どない状態で検出される。
【００１９】
　請求項４に記載の発明によれば、産業車両に設けられた流体圧シリンダのストロークが
、請求項１～請求項３のいずれか一項に記載の発明の作用をなす移動体の位置検出装置に
て検出される。
【００２０】
【発明の実施の形態】
（第１の実施の形態）
以下、本発明をフォークリフトの揚高検出装置に具体化した第１の実施の形態を図１～図
３に従って説明する。
【００２１】
図３に示すように、産業車両としてのフォークリフト１０は、車体１１の前部にマスト１
２を備えている。マスト１２は、車体１１に支持される左右アウタマスト１３と、アウタ
マスト１３の内側で昇降可能に支持されるインナマスト１４とを備え、インナマスト１４
の内側には、荷役用アタッチメントとしてのフォーク１５が支持されたリフトブラケット
１６が昇降可能に支持されている。リフトブラケット１６は、アウタマスト１３のクロス
ビーム１７に一端が接続されインナマスト１４の上端のスプロケット１８に掛装されたチ
ェーン１９により吊り下げられている。
【００２２】
マスト１２の後方には流体圧シリンダとしての油圧式のリフトシリンダ２０が設けられて
いる。リフトシリンダ２０は、シリンダボディ２１がアウタマスト１３に固定され、ピス
トンロッド２２の先端がインナマスト１４の上端に連結されている。
【００２３】
図１に示すように、リフトシリンダ２０のシリンダボディ２１は、シリンダチューブ２３
、ボトムブロック２４、ロッドカバー２５を備え、シリンダチューブ２３内にはピストン
ロッド２２の下端が連結されたピストン２６を備えている。
【００２４】
シリンダボディ２１内には、ピストン２６の上側に空気室２７が形成され、ピストン２６
の下側に油室２８が形成されている。空気室２７には外部に連通する排気孔２９が設けら
れている。
【００２５】
ボトムブロック２４の上側にはピストン２６の下面に当接して下方への移動を規制する規
制段差部３０が形成され、規制段差部３０の下側には、超音波素子３１が収容された室３
２が形成されている。室３２の側方には、油室２８に対して作動油を給排するためのポー
ト３３が設けられている。ポート３３は、図示しないフローレギュレータバルブを介して
、車体側に設けられ、図示しないリフトレバーにて操作される作動油制御弁に接続されて
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いる。
【００２６】
また、アウタマスト１３の左側部後面には、リミットスイッチ３９が設けられている。一
方、左右インナマスト１４を連結するタイビーム４０の後面には、リミットスイッチ３９
をスイッチ操作可能なドグ４１が設けられている。本実施の形態では、リミットスイッチ
３９及びドグ４１によって基準位置検出手段が構成されている。リミットスイッチ３９は
、フォーク１５の揚高位置が、「０」から「Ｈｍａｘ」までの全揚高範囲のうちに予め設
定された基準揚高位置ＨR になったとき、ドグ４１によってスイッチ操作されるように設
けられている。そして、フォーク１５の揚高範囲に対応するリフトシリンダ２０における
ピストン２６の「０」から「Ｓｍａｘ」までの全移動範囲において、基準揚高位置ＨR に
対応するピストン２６の基準位置ＳR が設定されている。基準位置ＳR は、例えば「０」
であってもよいが、本実施の形態ではフォーク１５の最大揚高「Ｈｍａｘ」の半分未満の
揚高範囲に対応するピストン２６の移動範囲内に設定されている。
【００２７】
超音波素子３１は、図２に示すように、ボトムブロック２４に固定されるセンサボディ３
４と、センサボディ３４の上端に固定されたバッキング材３５と、バッキング材３５の上
面に固定された超音波振動子３６と、超音波振動子３６をバッキング材３５と共に覆うキ
ャップ３７とを備えている。センサボディ３４は、ボトムブロック２４の底壁に螺合によ
って取り外し可能に固定されている。超音波振動子３６には、センサボディ３４の下面か
ら一対の信号線３８が接続されている。
【００２８】
超音波振動子３６は超音波の送信及び受信を兼ねたものであって、その送受信面はピスト
ン２６の下面に相対向されている。超音波振動子３６は、外部から信号線３８を介して所
定の発振周波数の高周波信号が入力されるときは超音波振動し、送受信面からピストン２
６の下面に向けて超音波を送信する。また、超音波振動子３６は、ピストン２６の下面か
らの反射波を送受信面で受信し、受信した反射波の強さに応じた受信信号を信号線３８を
介して出力する。
【００２９】
図１に示すように、超音波素子３1 の信号線３８は、車体側に設けられた、制御ユニット
４２に接続されている。制御ユニット４２は、送受信回路４３及び、位置信号生成手段と
してのマイクロコンピュータ４４を備えている。本実施の形態では、超音波素子３１及び
マイクロコンピュータ４４によって距離検出手段が構成されている。信号線３８は送受信
回路４３に接続され、送受信回路４３にはマイクロコンピュータ４４が接続されている。
又、マイクロコンピュータ４４の入力側には、リミットスイッチ３９が接続されている。
本実施の形態では、超音波素子３１、リミットスイッチ３９、ドグ４１及び制御ユニット
４２にて、揚高検出装置が構成されている。
【００３０】
送受信回路４３は公知の回路構成であって、送信側が、発振回路、超音波駆動回路等で構
成され、受信側が、増幅回路、バンドパス回路、検波回路、比較回路等で構成されている
。送受信回路４３は、マイクロコンピュータ４４によって指令される送信タイミング及び
送信時間で超音波素子３１の超音波振動子３６を所定の発振周波数で超音波振動させる。
一方、送受信回路４３は、超音波振動子３６から所定レベル以上の受信信号を入力すると
きには、パルス信号からなる検知信号をマイクロコンピュータ４４に出力する。
【００３１】
マイクロコンピュータ４４は、中央処理装置（ＣＰＵ）４５、読み込み専用メモリ（ＲＯ
Ｍ）４６、書き込み及び読み出し可能なメモリ（ＲＡＭ）４７、カウンタ４８等を備えて
いる。ＲＯＭ４６には、ＣＰＵ４５が実行する処理のプログラム、前記基準位置ＳR 等が
記憶されている。
【００３２】
ＣＰＵ４５は、送受信回路４３を制御して、超音波素子３１に所定の送信周期毎に所定時
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間継続して超音波を送信させる。この送信周期は、ピストン２６が位置「Ｓｍａｘ」にあ
るときに、超音波素子３１から送信された超音波がピストン２６の下面で反射して再び超
音波素子３１に受信されるまでに要する時間よりも長い時間に設定されている。ＣＰＵ４
５は、各送信周期毎に、超音波を送信した送信タイミングから検知信号を入力した受信タ
イミングまでの経過時間をカウンタ４８を用いて計測し、その計測時間をそのときのピス
トン２６の位置に対応した経過時間ｔｘ（Temp）とする。
【００３３】
また、ＣＰＵ４５は、リミットスイッチ３９から検知信号を入力したときには、ピストン
２６の位置が、予め設定されている基準位置ＳR となったと判断し、このときに計測する
経過時間ｔｘ（Temp）を、基準位置ＳR に対する基準経過時間ｔＲ（Temp）としてＲＡＭ
４７に保存する。そして、ＣＰＵ４５は、新たに計測する経過時間ｔｘ（Temp）と、保存
している基準経過時間ｔＲ（Temp）と、基準位置ＳR とを用い、関係式（１）を用いてそ
のときのピストン２６の位置ＳX を求める。
【００３４】
ＳX ＝ｔｘ（Temp）・ｖ（Temp）
×ＳR ／（ｔＲ（Temp）・ｖ（Temp））
＝ｔｘ（Temp）×ＳR ／ｔＲ（Temp）　…　（１）
なお、ｖ（Temp）は、そのときの作動油の温度における作動油中の音速である。
【００３５】
すなわち、関係式（１）では、作動油の温度がある値のときに、ピストン２６が予め設定
された基準位置ＳR にあるときに検出される経過時間ｔｘ（Temp）を基準経過時間ｔＲ（
Temp）とし、その比ＳR ／ｔＲ（Temp）を、ピストン２６の位置ＳX を求めるために経過
時間ｔｘ（Temp）に乗じる補正係数としている。従って、作動油の温度に応じた補正係数
ＳR ／ｔＲ（Temp）を用いることによって、そのときのピストン２６の位置に対して検出
される経過時間ｔｘ（Temp）から、作動油の温度に応じた補正が行われた正しい位置が演
算される。
【００３６】
そして、ｔｘ（Temp）・ｖ（Temp）は距離検出値であり、ｔＲ（Temp）・ｖ（Temp）は基
準位置ＳR が検出されたときの距離検出値であって、ＳR ／（ｔＲ（Temp）・ｖ（Temp）
は基準位置ＳR と同基準位置ＳR に対応する距離検出値との対応関係である。
【００３７】
また、ＣＰＵ４５は、リミットスイッチ３９から新たに検知信号を入力する毎に、基準位
置に対してそのとき検出する経過時間ｔｘ（Temp）を新たな基準経過時間ｔＲ（Temp）と
してＲＡＭ４７に記憶し直す。つまり、作動油の温度が変化すると補正係数ＳR ／ｔＲ（
Temp）も変化するが、リミットスイッチ３９にて基準位置ＳR が検出される度に、補正係
数ＳR ／ｔＲ（Temp）がそのときの作動油の温度に対応した値に逐次更新される。
【００３８】
ＣＰＵ４５は、ピストン２６の位置ＳX を演算すると、位置ＳX から所定の関係式を用い
てフォーク１５の揚高位置を演算する。
次に、以上のように構成された揚高検出装置の作用について説明する。
【００３９】
フォークリフト１０を始動させると、制御ユニット４２のマイクロコンピュータ４４が起
動する。ＣＰＵ４５は、始動時には、基準経過時間ｔＲ（Temp）として予め設定された初
期値ｔＲ（例えば、Temp＝２０℃のときの値）を使用し、逐次計測する経過時間ｔｘ（Te
mp）から位置ＳX を演算する。
【００４０】
運転者がリフトレバーを操作して作動油制御弁が切り換えられると、リフトシリンダ２０
の油室２８に作動油が供給、あるいは、油室２８から作動油が排出され、ピストン２６が
上動あるいは下動する。そして、ピストン２６の移動によってピストンロッド２２が伸長
あるいは収縮し、フォーク１５が上昇あるいは下降して揚高が高くあるいは低くなる。
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【００４１】
ＣＰＵ４５が超音波素子３１に超音波を送信させると、超音波素子３１から送信された超
音波は、油室２８内の作動油中を伝播してピストン２６の下面に達し、同下面で反射され
再び作動油中を伝播して超音波素子３１に受信される。このとき、超音波がピストン２６
の下面で反射されて再び超音波素子３１に受信されるまでの所要時間は、そのときの作動
油の温度によっても変化する。超音波素子３１は、反射波を受信すると受信信号を送受信
回路４３に出力し、送受信回路４３は受信信号に基づいて検知信号をマイクロコンピュー
タ４４に出力する。ＣＰＵ４５は、超音波素子３１の超音波を送信させた送信タイミング
から、検知信号を入力した受信タイミングまでの経過時間をカウンタ４８によって計測し
、その計測値をそのときのピストン２６の位置ＳX に対する経過時間ｔｘ（Temp）とする
。
【００４２】
荷役作業中にフォーク１５が基準揚高位置ＨR を通過すると、リミットスイッチ３９から
マイクロコンピュータ４４に検知信号が出力される。ＣＰＵ４５は、リミットスイッチ３
９から検知信号を入力すると、そのときに計測する経過時間ｔｘ（Temp）を基準位置ＳR 
に対する基準経過時間ｔＲ（Temp）としてＲＡＭ４７に記憶する。そして、ＣＰＵ４５は
、新たに計測する経過時間ｔｘ（Temp）に対し、基準位置ＳR 及び基準経過時間ｔＲ（Te
mp）とから関係式（１）を用いて、そのときのピストン２６の位置を演算する。従って、
更新されてから余り時間が経過しておらず、現在の作動油の温度にほぼ適した基準経過時
間ｔＲ（Temp）と基準位置ＳR とが用いられるため、そのときの作動油の温度が考慮され
た正しいピストン２６の位置が求められる。
【００４３】
リフトシリンダ２０が繰り返し伸縮されると作動油の温度が上昇する。しかし、基準位置
ＳR が繰り返し検出されるため、ＣＰＵ４５は、リミットスイッチ３９から新たに検知信
号を入力するたびに、ＲＡＭ４７に記憶している基準経過時間ｔＲ（Temp）を更新する。
そして、ＣＰＵ４５は、新たに計測する経過時間ｔｘ（Temp）に対し、基準位置ＳR と、
逐次更新された最新の基準経過時間ｔＲ（Temp）とを用いて、関係式（１）を用いてピス
トン２６の位置ＳX を求める。従って、作動油の温度が変化しても、そのときの作動油の
温度が考慮されたピストン２６の正しい位置が演算される。
【００４４】
以上詳述したように、本実施の形態の揚高検出装置によれば、以下の効果を得ることがで
きる。
（１）フォーク１５が基準揚高位置ＨR を通過するごとに更新される基準経過時間ｔＲ（
Temp）と基準位置ＳR とを用いて、経過時間ｔｘ（Temp）からピストン２６の位置ＳX を
演算するので、作動油の温度変化による検出誤差をほぼなくした正しいピストン２６の位
置を求めることができる。従って、フォーク１５の揚高位置を、連続的にしかも高精度で
検出することができる。
【００４５】
（２）揚高位置の補正を作動油の温度に基づいて行わないので、作動油の温度を検出する
ための温度センサをリフトシリンダ２０に組み込む必要がない。従って、従来のリフトシ
リンダ２０をそのまま使用することができる。
【００４６】
（３）リミットスイッチ３９を、フォーク１５の揚高範囲の半分未満の範囲内という、フ
ォーク１５が頻繁に通る高さに設けたので、基準経過時間ｔＲ（Temp）を更新する頻度を
増やすことができる。その結果、揚高位置をより高い精度で検出することができる。
【００４７】
（４）超音波の送受信を１つの超音波素子３１で行うようにしたので、内径が小さいリフ
トシリンダ２０に設けることができる。従って、内径が小さいリフトシリンダ２０のピス
トン２６の正しい位置ＳX を検出することができる。
【００４８】
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（５）フォークリフト１０において油圧式のリフトシリンダ２０を含む揚高検出装置に実
施した。従って、フォーク１５の揚高位置が作動油の温度に基づく検出誤差なく検出され
るので、揚高位置に基づいて行う各種制御の信頼性を向上することができる。
【００４９】
（６）基準位置ＳR を検知するだけでよいので、比較的安価なリミットスイッチ３９を設
けるだけですむ。
（第２の実施の形態）
次に、本発明をフォークリフトの揚高検出装置に具体化した第２の実施の形態を図４に従
って説明する。尚、本実施の形態は、前記第１の実施の形態のリミットスイッチ３９を複
数のリミットスイッチ５０～５２に変更したことと、制御ユニット４２のマイクロコンピ
ュータ４４の処理内容を変更したことのみが第１の実施の形態と異なる。従って、第１の
実施の形態と同じ構成については、符号を同じにしてその説明を省略し、リミットスイッ
チ５０～５１及びマイクロコンピュータ４４のみについて詳述する。
【００５０】
アウタマスト１３の一方の後面には、異なる揚高位置に予め複数設定されている各基準揚
高位置ＨR １，ＨR ２，ＨR ３に、ピストン２６の位置ＳX が各基準位置ＳR １，ＳR ２
，ＳR ３となったことを検出するための複数のリミットスイッチ５０，５１，５２が設け
られている。基準揚高位置ＨR １は低揚高範囲に、ＨR ２は中揚高範囲に、ＨR ３は高揚
高範囲にそれぞれ設定されている。各リミットスイッチ５０～５２は、タイビーム４０の
後面に設けられたドグ４１によってスイッチ操作される。
【００５１】
制御ユニット４２のマイクロコンピュータ４４の入力側には、各リミットスイッチ５０～
５２が接続されている。
ＣＰＵ４５は、第１の実施の形態と同様に、超音波素子３１の超音波を送信させた送信タ
イミングから、検知信号が入力した受信タイミングまでに計測する時間を、そのときのピ
ストン２６の位置に対する経過時間ｔｘ（Temp）とする。
【００５２】
一方、ＣＰＵ４５は、各リミットスイッチ５０～５２のうちのいずれかから検知信号を入
力すると、そのときに計測する経過時間ｔｘ（Temp）を、各基準位置ＳR １～ＳR ３のう
ち検知信号を出力したリミットスイッチ５０～５２の高さに対応する１つのものに対する
基準経過時間ｔＲ（Temp）としてＲＡＭ４７に記憶する。そして、ＣＰＵ４５は、新たに
計測する経過時間ｔｘ（Temp）に対し、記憶している基準経過時間ｔＲ（Temp）と、各基
準位置ＳR １～ＳR ３のうち、記憶する経過時間ｔｘ（Temp）に対応するものとを用い、
関係式（２）を使用して、そのときのピストン２６の位置ＳX を演算する。
【００５３】
ＳX ＝ｔｘ（Temp）・ｖ（Temp）
×ＳR （Ｎ）／ｔＲ（Temp）・ｖ（Temp）
＝ｔｘ（Temp）×ＳR （Ｎ）／ｔＲ（Temp）　…　（２）
但し、ＳR （Ｎ）は、ＳR １，ＳR ２，ＳR ３のうちのいずれか。
【００５４】
関係式（２）は、第１の実施の形態における関係式（１）と基本的に同じであるが、関係
式（１）における基準位置ＳR に代えて、複数の基準位置ＳR １～ＳR ３のうちから検出
された基準位置ＳR （Ｎ）を用いることのみが異なっている。
【００５５】
次に、以上のように構成された揚高検出装置の作用について説明する。
フォークリフト１０が始動され、フォーク１５が最下端位置から高揚高まで揚高されると
、リミットスイッチ５０，５１，５２によって各基準位置ＳR １～ＳR ３が順次検出され
る。ＣＰＵ４５は、各リミットスイッチ５０～５２からの検知信号を入力すると、そのと
きに計測する経過時間ｔｘ（Temp）を各基準位置ＳR １～ＳR ３に対する基準経過時間ｔ
Ｒ（Temp）として更新する。そして、新たに計測する経過時間ｔｘ（Temp）に対し、各基
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準位置ＳR １～ＳR ３のうち記憶する基準経過時間ｔＲ（Temp）に対応するもとを用いて
、関係式（１）からそのときのピストン２６の位置ＳX を演算する。
【００５６】
例えば、フォーク１５を一旦高揚高としたままで荷役作業を行うと、リフトシリンダ２０
ではピストン２６が全移動範囲のうちの上方の限られた範囲内を移動する。従って、リミ
ットスイッチ５０，５１には各基準位置ＳR １，ＳR ２が検出されないが、高揚高範囲に
あるリミットスイッチ５２にて基準位置ＳR ３が高い頻度で検出される。このため、前記
第１の実施の形態のように、比較的低い位置に１つのリミットスイッチ３９を取り付けた
場合には、基準経過時間ｔＲ（Temp）が更新されないような高所作業を長時間を行っても
、比較的高い頻度で基準揚高位置ＨR ３が繰り返し検出される。
【００５７】
従って、荷役作業がフォーク１５の全揚高範囲のうちの限られた範囲だけで長時間行われ
ても、その基準位置ＳR ３に対して更新される基準経過時間ｔＲ（Temp）に基づいて、そ
のときの作動油の温度が考慮されたピストン２６の正しい位置が求められる。
【００５８】
以上詳述したように、本実施の形態の揚高検出装置によれば、前記第１の実施の形態にお
ける（１），（２），（４）～（６）に記載の各効果の他に以下の効果を得ることができ
る。
【００５９】
（７）複数の基準位置ＳR １，ＳR ２，ＳR ３を低揚高範囲、中揚高範囲及び高揚高範囲
にそれぞれ設定した。従って、荷役作業がフォーク１５の全揚高範囲のうちの限られた揚
高範囲内で長時間行われても、少なくとも１つの基準位置ＳR （Ｎ）が検出されて基準経
過時間ｔＲ（Temp）が確実に更新されることになるため、揚高位置を高い精度で検出する
ことができる。
【００６０】
尚、実施の形態は上記各実施の形態に限らず、以下の別例のように変更してもよい。
○　基準位置検出手段は、マスト１２に設けたリミットスイッチ３９及びドグ４１に限ら
ない。図５に示すように、リフトシリンダ２０自体に設けてもよい。例えば、ピストン２
６に設けた磁石６０をシリンダチューブ２３に設けた磁気式近接センサ６１で検出するこ
とにより基準位置ＳR を検出する。アウタマスト１３に設けたリミットスイッチ３９でイ
ンナマスト１４に設けたドグ４１を検出する場合には、インナマスト１４のがたつきによ
り高い検出精度を得ることができないが、この構成では高い精度で検出することができる
。また、リミットスイッチ３９と異なり、磁気式近接センサ６１が外部に大きく露出しな
いので、荷役作業時にものが当たっても壊れ難く、また、長期間の使用により摩耗する機
械部分がないので、高い信頼性を得ることができる。
【００６１】
○　第１及び第２の実施の形態で、超音波素子３１を送信用と受信用とで別々とする。こ
の構成では、荷役作業がフォーク１５の極めて低い揚高範囲で行われ、ピストン２６と各
超音波素子との距離が極めて短い場合にも、送信用の超音波素子の残響による受信信号が
、反射波により受信用の超音波素子が出力する受信信号に乗ることがない。従って、低い
揚高位置をも確実に検出することができる。
【００６２】
○　第１及び第２の実施の形態で、超音波素子３１に代えて、超音波素子に送受信回路及
びマイクロコンピュータを一体的に組み込んだ超音波センサを用いる。そして、超音波セ
ンサから直接に距離検出値が出力されるようにする。この構成では、車体側に設けられ、
距離検出値に基づいてフォーク１５の揚高を制御する制御装置のマイクロコンピュータが
、超音波の送信を制御し、距離検出値を演算する必要がなく、処理の負担が軽減される。
【００６３】
○　第１及び第２の実施の形態で、各リミットスイッチ３９，５０～５２を非接触位置セ
ンサである近接スイッチあるいは光電スイッチとする。近接スイッチしては、例えば、磁
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気センサであるホール素子型近接スイッチ、磁気抵抗型近接スイッチ、高周波発振停止型
近接スイッチを使用する。光電スイッチとしては、例えば、透過型光電スイッチ、反射型
光電スイッチ、光ファイバ型光電スイッチを使用する。リミットスイッチ３９，５０～５
２及びドグ４１が長期間に渡って繰り返し使用されると、各部に摩耗が生じてスイッチ動
作が確実に行われなくなる可能性がある。しかし、これら非接触位置センサを使用した場
合には、摩耗する部分がないので、長期間に渡って揚高位置を確実に高い精度で検出する
ことができる。
【００６４】
○　フォークリフト１０においてティルトシリンダのストロークを検出するストローク検
出装置とする。この構成によれば、作動油の温度に拘らずティルトシリンダのピストン位
置を検出し、マスト１２の正しいティルト角を求めることができる。フォークリフト１０
においては、マスト１２のティルト角に基づいて行う制御の精度を高くすることができる
。
【００６５】
○　荷役用アタッチメントは、フォーク１５に限らず、サイドシフトフォーク、ヒンジド
フォーク、回転フォーク等のフォーク装置、ベールクランプ、ロールクランプ等のクラン
プ装置、ラム装置等であってもよい。
【００６６】
○　フォークリフト１０に限らず、その他の運搬車両、建設車両等の産業車両に備えられ
た油圧シリンダにて移動される移動体の位置検出装置に実施する。
○　油圧シリンダ以外の液圧シリンダにて移動される移動体の位置検出装置にに実施する
。
【００６７】
　また、液圧シリンダ以外の流体圧シリンダにて移動される移動体の位置検出装置に実施
する。
　以下、前述した各実施の形態及び別例から把握される技術的思想をその効果とともに記
載する。
【００６８】
　（１）前記基準位置は、前記フォークの最大揚高位置の半分未満の揚高範囲に対応する
前記ピストンの移動範囲内に少なくとも１つ設定されている。このような構成によれば、
荷役作業が行われるときにフォークが確実に基準位置を通過するので、そのときの作動流
体の温度に応じて正しい揚高位置を検出することができる。
【００６９】
（２）移動体を移動させる流体圧シリンダのピストンに向かって作動流体を媒介して超音
波を送信するとともに前記ピストンからの反射波を受信し、前記超音波を送信した時点か
ら前記反射波が受信された時点までの経過時間に基づき、ピストンの位置に対応する位置
検出信号を生成する位置検出手段（超音波素子３１、マイクロコンピュータ４４）と、前
記ピストンが予め設定された基準位置にあることを検出する基準位置検出手段（リミット
スイッチ３９、ドグ４１）と、前記基準位置検出手段にて前記ピストンが前記基準位置に
あることが検出されたとき前記距離検出手段が生成する前記距離検出信号と、該基準位置
に対応する基準量とを用い、該距離検出信号から該基準位置に対応する位置検出信号が生
成されるように、前記ピストンの各位置に対して前記位置検出手段が生成する前記位置検
出信号を補正する位置補正手段（マイクロコンピュータ４４）とを備えた移動体の位置検
出装置。
【００７０】
　このような構成によっても、流体圧シリンダ内の作動流体の温度に基づく検出誤差をな
るべく含まずに、移動体の位置を連続的に検出することができる。
　（３）前記産業車両はフォークリフトであって、前記流体圧シリンダは油圧式のリフト
シリンダであり、前記移動体はフォークである。このような構成によれば、リフトシリン
ダにて連続的に制御されるフォークの揚高位置に基づいて行う制御の精度を向上すること
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ができる。
【００７１】
（４）上記（３）において、前記基準位置検出手段は、インナマストに設けられた被検知
体と、アウタマストに設けられ前記被検知体を検知するセンサである。この構成によれば
、フォークリフトにおいて基準位置を容易に検出することができる。
【００７２】
　（５）上記（４）に記載の発明において、前記センサはスイッチ式検知器である。この
構成によれば、安価に構成することができる。
　（６）前記基準位置検出手段は、ピストンロッドあるいはピストンに設けられた被検知
体と、シリンダボディに設けられ前記被検知体を検知するセンサである。この構成によれ
ば、基準位置を高い精度で検出することができる。また、物が当たっても破損し難い。な
お、センサは、前記別例で述べた磁気センサにて構成される。
【００７３】
　（７）前記流体圧シリンダは、油圧シリンダ（リフトシリンダ２０）である。この構成
によれば、油圧シリンダにより駆動される移動体の位置を精度良く検出することができる
。また、作動流体が気体である場合に比較して移動体の位置を精確に検出することができ
る。
【００７４】
　（８）前記基準位置検出手段は、複数の異なる前記各基準位置をそれぞれ区別して検出
する。このような構成によれば、流体圧シリンダがピストンの全移動範囲のうちの限られ
た範囲で長時間使用されても、各基準位置のうちの１つが確実に検出されるので、作動流
体の温度に基づく検出誤差が殆ど含まれていないピストンの正しい位置を検出することが
できる。
【００７５】
（９）請求項１に記載の発明において、前記基準位置検出手段が組み付けられた請求項３
に記載の流体圧シリンダが使用されている。このような構成によれば、請求項１に記載の
発明の効果に加えて、基準位置を高い精度で検出することができるので、移動体の位置を
高い精度で検出することができる。
【００７６】
【発明の効果】
請求項１～請求項３に記載の発明によれば、流体圧シリンダ内の作動流体の温度に基づく
検出誤差をなるべく含まずに、移動体の位置を連続的に検出することができる。
【００７７】
　また、流体圧シリンダがピストンの全移動範囲のうちの限られた範囲で使用されても、
移動体の位置を確実に検出することができる。
【００７８】
　請求項３に記載の発明によれば、フォークの揚高位置を高い精度で検出することができ
る。
　請求項４に記載の発明によれば、搭載する流体圧シリンダにて連続的に移動される移動
体の位置に基づいて行う制御の精度を向上することができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】　第１の実施の形態の揚高検出装置の模式構成図。
【図２】　リフトシリンダの要部模式断面図。
【図３】　フォークリフトの概略側面図。
【図４】　第２の実施の形態の揚高検出装置の模式構成図。
【図５】　別例の揚高検出装置の模式構成図。
【図６】　作動油中の音速の温度特性を示すグラフ。
【図７】　リフトシリンダのストロークの温度による変動を示すグラフ。
【符号の説明】
１０…産業車両としてのフォークリフト、１５…荷役用アタッチメントとしてのフォーク
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、２０…流体圧シリンダとしてのリフトシリンダ、２６…ピストン、３１…距離検出手段
を構成する超音波素子、３９…基準位置検出手段を構成するリミットスイッチ、４１…同
じくドグ、４２…距離検出手段を構成する位置信号生成手段としての制御ユニット、ｔｘ
（Temp）…経過時間、ＳR …基準位置、ＳR １～ＳR ３…基準位置、ＳX …ピストンの位
置。

【図１】 【図２】

【図３】
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